
板橋

4 5 9

03
東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03

サンプル太郎

東京都北区東十条１－２－３ サンプル太郎

4

東京都北区東十条１－２ー３ 03-2222-9999

食品加工製造

4567 3912

9 9

1 3

3333 4444

令和

令和

   

115-0043
納 税 地

上 記 以外 の
住 所 地 ・
事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

大正
昭和
平成

関与税理士 税

務

署

整

理

欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ 番号確認 身元確認

通信日付印の年月日 確　認

1 0 4 0税務署受付印

個人事業の開業・廃業等届出書

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

   年   月   日

源泉用紙
交　　付

届 出 の 区 分

開業・廃業等日

事 業 所 等 を

廃業の事由が法
人の設立に伴う
ものである場合

開業・廃業に伴
う届出書の提出
の有無

新増設、移転、
廃止した場合

事 業 の 概 要

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書の
提出の有無

開業（事業の引継ぎを受けた場合は、受けた先の住所・氏名を記載します。）

住所 氏名

事務所・事業所の（新設・増設・移転・廃止）

廃業（事由）

（事業の引継ぎ（譲渡）による場合は、引き継いだ（譲渡した）先の住所・氏名を記載します。）

住所 氏名

開業や廃業、事務所・事業所の新増設等のあった日

新増設、移転後の所在地

移 転 ・ 廃 止 前 の 所 在 地

設立法人名

法人納税地

代 表 者 名

設 立 登 記

「青色申告承認申請書」又は「青色申告の取りやめ届出書」

消費税に関する「課税事業者選択届出書」又は「事業廃止届出書」

有 ・ 無

有 ・ 無

区 分

専 従 者

使 用 人

従事員数 給 与 の 定 め 方 税額の有無

有・無

有・無

有・無

計

有・無 給与支払を開始する年月日

そ
の
他
参
考
事
項

給
与
等
の
支
払
の
状
況

できるだけ具体

的に記載します。

該当する文字を
○で囲んでくだ
さい。

（電話）

(TEL　　　-　　　　-　　　　)

(TEL　　　-　　　　-　　　　)

年　　月　　日生

　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　年　　　月　　　日

　　　　年　　月　　日

(TEL　　  -　　　-　　　 )

人

確認書類
個人番号カード/通知カード・運転免許証
その他（　　　　　　　　　　　 　　）

 □ 済
 □ 未済

個人事業の開廃業等について次のとおり届けます。

個 人 番 号

所 得 の 種 類 不動産所得・山林所得・事業（農業）所得 〔廃業の場合……全部・一部（　　　　　　　　　　）〕

(〒                 )

(〒                 )

令和



板橋

4 5 9

03

東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03

サンプル太郎

4567 3912

9 9

3333 4444

令和

サンプル事務所 東京都北区東十条１－２－３

令和 4

   

115-0043
納 税 地

上記以外の
住 所 地 ・
事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業
屋 号

大正
昭和
平成

関与税理士 税

務

署

整

理

欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ

通信日付印の年月日 確　認

1 0 9 0税務署受付印

所得税の青色申告承認申請書

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

    年    月    日

年分以後の所得税の申告は、青色申告書によりたいので申請します。

１　事業所又は所得の基因となる資産の名称及びその所在地（事業所又は資産の異なるごとに記載します。）

名称 所在地

２　所得の種類（該当する事項を選択してください。）

事業所得　・　不動産所得　・　山林所得

３　いままでに青色申告承認の取消しを受けたこと又は取りやめをしたことの有無

(1)　有（取消し・取りやめ） (2)　無

４　本年１月 　日以後新たに業務を開始した場合、その開始した年月日

５　相続による事業承継の有無

(1)　有　相続開始年月日 被相続人の氏名 (2)　無

６　その他参考事項

(1)　簿記方式(青色申告のための簿記の方法のうち、該当するものを選択してください。)

複式簿記　・　簡易簿記　・　その他（　　　　　　）

(2)　備付帳簿名(青色申告のため備付ける帳簿名を選択してください。)

現金出納帳・売掛帳・買掛帳・経費帳・固定資産台帳・預金出納帳・手形記入帳

債権債務記入帳・総勘定元帳・仕訳帳・入金伝票・出金伝票・振替伝票・現金式簡易帳簿・その他

(3)　その他

所在地名称

年　 月　 日

年　 月　 日

年　 月　 日

16

年　　月　　日生

(TEL　　  -　　　 -　　　 )

(TEL　　  -　　　 -　　　 )

(TEL　　  -　　 -　　 )

(〒                )

(〒                )

令和



納 税 地

上記以外の

住 所 地 ・

事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

関与税理士 税 

務 

署 

整 

理 

欄 

整 理 番 号 関係部門
連 絡

Ａ Ｂ Ｃ

通信日付印の年月日 確　認

1 1 0 0税務署受付印

所 得 税 の 青 色 申 告 承 認 申 請 書

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

年　　　月　　　日

　　　　　年分以後の所得税の申告は、青色申告書によりたいので申請します。

１　事業所又は所得の基因となる資産の名称及びその所在地（事業所又は資産の異なるごとに記載します。）

名称 所在地

２　いままでに青色申告承認の取消しを受けたこと又は取りやめをしたことの有無

(1)　有（取消し・取りやめ） (2)　無

３　本年１月 　日以後新たに業務を開始した場合、その開始した年月日

４　相続による事業承継の有無

(1)　有　相続開始年月日 被相続人の氏名 (2)　無

７　その他参考事項

不動産所得　　　　　　　　　事業専従者

(1)　備付帳簿名　現金式簡易帳簿　その他 (　　　　　　　　　　　　　)

(2)　その他

所在地名称

年　 月　 日

年　 月　 日

年　 月　 日

16

　なお、この申請が認められた場合は、不動産所得及び事業所得の金額の計算について「現金主義による
所得計算の特例」の適用を受けることとしたいので、あわせて届けます。

５　現金主義による所得計算の特例の適用を受けようとする年の前々年分の所得（前年　 月　 日現在で記載します。）

６　現金主義による所得計算の特例の適用を受けようとする年の前年　 月　 日（年の中途で開業した人は、その

開業の日）現在の売掛金、買掛金等の資産負債の額（裏面の記載欄に記載します。）

(1)　　　　　　　　　　　　　　 ＋ 　　　　　　　　　　　 ＝

(3)　(1)　＋　(2)　＝　　　　　　　円

の　金　額　　　　　　円　　控　除　額　　　　　　円　　　　　　　　　円　（赤字のときは0）

(2)　　　　　　　　　　　　　　 ＋ 　　　　　　　　　　　 ＝
の　金　額　　　　　　円　　控　除　額　　　　　　円　　　　　　　　　円　（赤字のときは0）

事業専従者事 業 所 得

現金主義の所得計算による旨の届出書

12 31

12 31

(TEL　　  　　　 　　　 )

年　　月　　日生

(TEL　　  　　　 　　　 )

(TEL　　  　　 　　 )

(〒               )

(〒               )

板橋

4 5 9

03 - 4567 - 3912

東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03 - 3333 - 4444

サンプル太郎

4

1,200,000 0 1,200,000

1,200,000

9 9

令和

令和

サンプル事務所 東京都北区東十条１－２－３

115-0043

   

昭和



円売 掛 金

売掛金・買掛金等の資産負債の額（　　　　年　　月　　日現在）

資 産 負 債

（ 未 収 入 金 を 含 む 。 ）

受 取 手 形

棚 卸 資 産

前 払 費 用

買 掛 金

支 払 手 形

前 受 金

未 払 費 用

計 計

円

書 き 方

１　この申請（届出）書は、不動産所得及び事業所得の金額を現金主義によって計算することを選択し

　て青色申告をしようとする場合に提出するものです。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　この申請（届出）書は、青色申告をしようとする年の３月15日まで（その年の１月16日以後に開

　業した人は、開業の日から２か月以内）に提出してください。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　ただし、青色申告の承認を受けていた被相続人の事業を相続により承継した場合は、相続を開始した日の時期に

　応じて、それぞれ次の期限までに提出してください。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　①　相続を開始した日がその年の１月１日から８月31日までの場合…相続を開始した日から４か月以内

　②　相続を開始した日がその年の９月１日から10月31日までの場合…その年の12月31日まで　　　　　

　③　相続を開始した日がその年の11月１日から12月31日までの場合…その年の翌年の２月15日まで　　

　　なお、提出期限が土・日曜日・祝日等に当たる場合は、これらの日の翌日が期限となります。　　　　　

３　表面の２の(1)に該当する人は、取消しを受けた日又は取りやめをした日から１年以内は、申請が却

　下されることがあります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　この申請（届出）書を提出できる人は、表面の５の(3)の金額が300万円以下の人に限られています。　　　　　　　　　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
５　表面の５の(3)の金額が300万円を超える人が青色申告の承認申請をする場合や、今までに現金主義

　による所得計算の特例を受けたことのある人が再び青色申告の承認申請をする場合は、この申請（届

　 出 ） 書 で は な く 、 別 の 青 色 申 告 承 認 申 請 書 を 使 用 し て く だ さ い 。 　 　 　 　 　 　 　 　

６　上の表の売掛金・買掛金等の金額（売上や仕入、経費に関係のあるもの）は、現金主義の所得計算

　から通常の所得計算に切り替えるときに、調整するために必要なものですから、よく調べて正確に記

　載します。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

120,000

120,000

4 5 9令和



納 税 地

上記以外の

住 所 地 ・

事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

大正
昭和
平成

関与税理士 税
　
務
　
署  

整
　
理
　
欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ

1 1 1 0税務署受付印

所得税の青色申告の取りやめ届出書

税務署長

日 提 出

　　　　年分の所得税から、青色申告書による申告を取りやめることとしたので届けます。

１　青色申告書提出の承認を受けていた年分

２　青色申告書を取りやめようとする理由（できるだけ詳しく記載します。）

３　その他参考事項

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

(TEL　　  　　   　　　 )

(TEL　　 　　　  　　　 )

年　　月　　日生

(TEL　　   　　   　　)

通信日付印の年月日 確　認

年　　　月　　　日

(〒               )

(〒               )

年分から 年分まで

令和

板橋

4 5 9

03 - 4567 - 3912

東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

4

30 4

経営不振による事業縮小のため

03 - 3333 - 4444

サンプル太郎

9 9

令和

令和

令和

   

115-0043

平成



納 税 地

上記以外の

住 所 地 ・

事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

大正
昭和
平成

税務署受付印

所得税の　　　　　　　　の届出書

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

１　棚卸資産の評価方法

２　減価償却資産の償却方法

３　その他参考事項

上記２で「減価償却資産の種類・設備の種類」欄が「建物」の場合

その他

年　 月　 日

関与税理士 税 

務 

署 

整 

理 

欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ

通信日付印の年月日 確　認

年　　　月　　　日

建物の取得年月日

棚卸資産の評価方法
減価償却資産の償却方法

⑴

⑵

事 業 の 種 類 棚 卸 資 産 の 区 分 評 価 方 法

減価償却資産の種類
構造又は用途、細目 償 却 方 法

設 備 の 種 類

(1) 平成19年３月31日
以前に取得した減価

償却資産

(2) 平成19年４月１日
以後に取得した減価

償却資産

については、次によることとしたので届けます。

棚 卸 資 産 の 評 価 方 法

減価償却資産の償却方法

1 1 6 0

(TEL        -       -       )

年　　月　　日生

(TEL        -       -       )

(TEL        -       -       )

(〒               )

(〒               )

令和

板橋

4 5 9

03
東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03

サンプル太郎

9 9

4567 3912

3333 4444

令和

機械装置 冷凍機 定額法

機械装置 食料品加工機 定率法

115-0043

   



納 税 地

上記以外の

住 所 地 ・

事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

税務署受付印

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを○で囲んでください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

１　棚卸資産の評価方法

２　減価償却資産の償却方法

４　その他参考事項
上記２で「資産の種類・設備の種類」欄が「建物」の場合

その他

年　 月　 日

関与税理士 税 

務 

署 

整 

理 

欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ

通信日付印の年月日 確　認

年　　　月　　　日

建物の取得年月日

棚卸資産の評価方法
減価償却資産の償却方法

⑴

⑵

事 業 の 種 類 資 産 の 区 分
採用しようとする

資産の種類
設備の種類

　平成19年３月31日
以前に取得した減価
償却資産　

　平成19年４月１日
以後に取得した減価
償却資産　

を次のとおり変更したいので申請します。

棚 卸 資 産 の 評 価 方 法
減価償却資産の償却方法

1 1 8 0

　　　　年分から、

現 在 の 評 価 方 法
現 在 の 方 法 採 用 し た 年 新たな評価方法

３　変更しようとする理由（できるだけ具体的に記載します。）

構 造 又 は
用 途 、 細 目 現 在 の 方 法

現 在 の 償 却 方 法

採 用 し た 年 新たな償却方法
採用しようとする

所得税の の変更承認申請書

⑴

⑵

(TEL　　 　-　　　 -　　　  )

年　　月　　日生

(TEL　　 　-　　　 -　　　  )

(TEL　　 -　　　-　　　 )

(〒               )

(〒               )

板橋

4 5 9

03
東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03

サンプル太郎

機械装置

4567 3912

9 9

令和

4

3333 4444

機械装置

取引先からの受注増加による生産拡大のため

令和

　　  

　　  

　　  

　　  

冷凍機 定額法 平成18年

　　  

　　  

定率法

食料品加工機 定額法 令和 2年

　　  

　　  

定率法

115-0043

   

昭和



板橋

4 5 9

03-4567-3912

東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03

サンプル太郎

4 1

令和

9 9

3333 4444

令和

サンプル花子 妻
38 製品梱包作業・一日当たり

5時間 1～12月 180,000
6月

12月

200,000

200,000

115-0043

   

1

納 税 地

上記以外の

住 所 地 ・

事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業
屋 号

大正
昭和
平成

税務署受付印

税務署長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月

フ リ ガ ナ

フリガナ

１　青色事業専従者給与（裏面の書き方をお読みください。）

４　使用人の給与（この欄は、この届出（変更）書の提出日の現況で記載します。）

関与税理士 税
　
務
　
署
　
整
　
理
　
欄

※
青
色
専
給
届
出
書

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ

定 め た
変更することとした

使 用 人 の 氏 名
年 齢

ので届けます。

届 出
変更届出

1 1 2 0

　　　　年　　月以後の青色事業専従者給与の支給に関しては次のとおり

支給期

給 料

金額 （ 月額 ）
昇給の基準

青色事業専従者給与に関する 書

性 別 資 格 等
賞 与

支給期
経 験
年 数
歳

年

円

専 従 者 の 氏 名
年 齢 仕事の内容・

従 事 の 程 度
支給期

給 料

金額 （ 月額 ）
昇給の基準続 柄 資 格 等

賞 与

支給期 支給の基準 (金額)

歳

年

円

２　その他参考事項（他の職業の併有等） ３　変更理由（変更届出書を提出する場合、その理由を具体的に記載します。）

※　別に給与規程を定めているときは、その写しを添付してください。

(TEL　　   　　　　 　　　 　)

年　　月　　日生

(TEL　　　 　　　　 　　　 　)

(TEL　    - 　   -　　   )

仕事の内容・
従 事 の 程 度

経 験
年 数

支給の基準 (金額)

1

2

3

1

2

3

通 信 日 付 印 の 年 月 日 確　認

年　　　月　　　日

(〒               )

(〒               )

4

令和



板橋

4 5 9

03-4567-3912

東京都北区神谷１－２－３

サンプル個人

サンプルコジン

41

サンプル屋号

サンプルヤゴウ

03-3333-4444

サンプル太郎

東京都新宿区愛住町１－２－３

サンプル次郎

アメリカ合衆国

海外研修のため

建設業

叔父

03-4444-5555

1 5 30 2 6 3

160-0005

サンプルジロウ

9 9

令和

令和 令和

115-0043

   

昭和 11 4 25

納 税 地

上記以外の
住 所 地 ・
事 業 所 等

納税地以外に住所地・事業所等がある場合は記載します。

生
年
月
日

氏 名

職 業 屋 号

大正
昭和
平成

関与税理士

1 0 7 0税務署受付印

所得税・消費税の納税管理人の選任・解任届出書

税 務 署 長

日 提 出

住所地・居所地・事業所等（該当するものを選択してください。）

年 月
フ リ ガ ナ

フ リ ガ ナ

所得税・資産の譲渡等に係る消費税の納税管理人として、次の者を選任・解任したので届けます。

１

氏 名

その他参考事項（(1)及び(2)は選任の場合のみ入力してください。）

職 業

法の施行地外における住所又は居所となるべき場所（選任の場合）又は選任したときの納税地（解任の場合）

納税管理人を選任・解任した理由

３

住 所

４

５

（居　所）

ﾌﾘｶﾞﾅ

本人との続柄（関係）

電話番号

(1)　出国（予定）年月日　　　　　年　　月　　日・帰国予定年月日　　　　　年　　月　　日

(2)　国内で生じる所得内容（該当する所得を選択するか、又はその内容を入力します。）

事業所得　　不動産所得　　給与所得　　譲渡所得

上記以外の所得がある場合又は所得の種類が不明な場合（

(3)　その他

〒

）

(TEL　　　　　　　　　　　 )

年　　月　　日生

(TEL　　　　　　　　　　　 )

(TEL　　　　　　　　　)

届出の区分（該当する区分を選択してください。）

個 人 番 号

税 

務 

署 

整 

理 

欄

整 理 番 号 関係部門
連 絡 Ａ Ｂ Ｃ 番号確認 身元確認

確認書類
個人番号カード／通知カード・運転免許証
その他（　　　　　　　　　　　 　　）

 □ 済
 □ 未済

(〒               )

(〒               )

令和

1 0 8 0

２ 選任・解任した納税管理人

選任・解任

生年月日

年 月 日生


